様式第１号（第４条、第８条関係）
平成　　年度鳥取県中小企業人材確保支援補助金　事業計画（報告）書

	取組区分
（該当する□に✔を記入）
	□（１）人材確保戦略の策定（人材確保のための経営計画の策定又は見直し等の取組を含む。）
□（２）人材確保のための企業（事業所）内の組織体制の見直し、新たな雇用管理制度の導入
□（３）人材確保戦略等に基づき行う人材確保を目的とする新たな事業の実施
□（４）その他（１）から（３）に準じた取組

	目的・目標
	

	取組の概要
（取組実績）
	

	実施期間
	平成　　年　　月　　日　　～　　平成　　年　　月　　日

	連携体制
※連携して取り組む商工
団体・金融機関等
（該当する□に✔を記入）
	□（１）商工団体（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□（２）金融機関（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□（３）その他　（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	他の補助金・助成金
等の活用
（該当する□に✔を記入）
	□ 活用する（予定を含む）　　　　　　□ 活用しない
※活用される場合、本補助金の交付は受けられません。（別表１「２実施主体」の（３））

	仕入控除税額
の有無
	有　・　無
※仕入控除額の「有」「無」のいずれかに○をしてください。「無」の場合はその理由を記載してください。
（　免税事業者であるため　・　その他（　　　　　　　　　　　　　））

	事業所の概要
	名　　称
	

	
	所 在 地
	〒


	
	資本金の額又
は出資の総額
	　　　　　　　　　　千円
	常時使用する
従業員の数
	　　　　　　　人

	
	連 絡 先
	電話番号：　　　　　　　　　　　担当者名：

	添付書類
	（１）交付申請時

ア　商工団体・金融機関等と連携して取り組む内容等が分かる資料（別紙）
イ　取組に必要な経費に係る見積書等の写し
（２）実績報告時

ア　取組による成果が分かる資料（新たに策定・見直し等を行った人材確保戦略等、組織体制の見直しや新たに導入した雇用管理制度、人材確保戦略等に基づき行った新たな事業等について、概要や取組結果が分かるもの）
イ　取組に要した経費に係る領収書等の写し


様式第２号（第４条、第８条関係）
平成　　年度鳥取県中小企業人材確保支援補助金　収支予算（決算）書
１　事業費内訳及び算出根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	科　目
	積　　　　算
	事 業 費
	財　源　内　訳

	
	
	
	
	県　費
	自己財源
	その他

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※規則第１２条に係る変更申請の場合、変更前を（　）で記すこと。
２　収支予算（収支決算）
（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	摘　　要

	１　県補助金
２　自己財源
３　その他

	
	

	合　　計
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	摘　　要

	
	
	

	合　　計
	
	


様式第４号（第８条関係）
年 　月　 日　

　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体　　　　　　　　　　　　　 　　印

　　　　　　　　　　　平成●●年度仕入れに係る消費税等相当額報告書

　平成　年　月　日付第　　号により交付決定の通知のあった鳥取県中小企業人材確保支援補助金について、鳥取県中小企業人材確保支援補助金交付要綱第８条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１ 規則第１８条の補助金の額の確定額（平成●●年●●月●●日付第●●●●●●●●●●●●号による額の確定通知額）

　　　金　○○○，○○○円
２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

　　　金　○○○，○○○円
３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税相当額

　　　金　○○○，○○○円
４ 補助金返還相当額（３－２）

　　　金　○○○，○○○円
（注）内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。
（別紙）
取組内容に係る商工団体・金融機関等との連携の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体　　　　　　　　　　　　　 　　印
	連　携　先
（該当する□に✔を記入）
	区　分
	□　商工団体　　　　□　金融機関　　　　□　その他

	
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏　　名
	

	
	
	電話番号
	

	連携（支援）の
時期・内容
（該当する□に✔を記入）
	□（１）人材確保戦略の策定（人材確保のための経営計画の策定又は見直し等の取組を含む。）
□（２）人材確保のための企業（事業所）内の組織体制の見直し、新たな雇用管理制度の導入
□（３）人材確保戦略等に基づき行う人材確保を目的とする新たな事業の実施
□（４）その他（１）から（３）に準じた取組

	
	連携先と調整の上、以下に具体的な連携（支援）の時期と内容を記載してください。

	商工団体・金融
機関等の意見欄
	


